
健全化判断比率
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
【　―　】 【　―　】 【　12 .6　】 【　―　】

一般会計等の赤字の大きさ
を町の財政規模に対する割
合で表したもの

特別会計などを含む、全会計
の赤字の大きさを財政規模
に対する割合で表したもの

町の借金の返済額の大きさ
を財政規模に対する割合で
表したもの

町が将来負担すべき借金な
どの大きさを財政規模に対
する割合で表したもの

　実質赤字比率、連結実質比率、将来負担比率においては数値なしとなっています。実質公債費比率につい
ては、昨年度の13 .4％から12 .6％に減少しました。一般会計における公債費の減少などから、単年度におけ
る比率は2.4ポイント減少し、3か年平均では0.8ポイントの減少となっています。
　また、各指標において、「早期健全化」と「財政再生」の二つの基準が設けられており、この基準を超えると
健全化に向けた対応が必要となりますが、町は、各指標において基準を下回っているため、健全な財政状況
となっています。

【
一
般
会
計
】

　

令
和
元
年
度
か
ら
繰
越
明
許
に
よ
り
繰
越
し
た

７
事
業
の
事
業
費
を
含
ん
だ
令
和
２
年
度
決
算
総

額
は
、
歳
入
82
億
9
，7
9
7
万
円
、
歳
出
80
億

1
，9
6
7
万
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
歳
入
で
32
・

0
％
、
歳
出
で
33
・
8
％
と
も
に
増
加
し
ま
し
た
。

　

主
な
要
因
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に

関
す
る
国
庫
補
助
金
の
増
加
お
よ
び
同
歳
入
に
係

る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
事
業
の
歳
出
の
増

加
に
よ
り
ま
す
。

１・
歳
入
の
状
況

　

自
主
財
源（
町
税
、
分
担
金
・
負
担
金
、
使
用
料
、

手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
附
金
、
繰
入
金
、
繰
越

金
、
諸
収
入
）は
32
億
5
，5
3
3
万
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
9
，8
7
8
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
依
存
財
源（
地
方
譲
与
税
、
利
子
割
交

付
金
、
地
方
消
費
税
交
付
金
、
ゴ
ル
フ
場
利
用
税

交
付
金
、
自
動
車
税
環
境
性
能
割
交
付
金
、
法
人

事
業
税
交
付
金
、
地
方
交
付
税
、
交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金
、
地
方
特
例
交
付
金
、
国
・
県
支
出

金
、
町
債
等
）は
50
億
4
，2
6
4
万
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
21
億
9
5
8
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

　

構
成
比
で
み
る
と
自
主
財
源
は
39
・
2
％
、
依

存
財
源
は
60
・
8
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
の
主
な
増
減
理
由
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

　
◉
町
税
は
、
総
額
23
億
3
，6
3
1
万
円
で
、
前

年
比
1
億
4
，8
2
0
万
円
6
・
0
％
減
少
し
ま

し
た
。個
人
住
民
税
は
3
，7
7
8
万
円
の
増
加
、

法
人
町
民
税
は
2
億
1
，3
9
2
万
円
減
少
し

ま
し
た
。
固
定
資
産
税
は
、
新
増
築
家
屋
及
び

償
却
資
産
の
増
加
か
ら
2
，5
7
3
万
円
増
加

し
、
軽
自
動
車
税
は
、
台
数
の
増
加
等
に
よ
り

4
2
7
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

◉
地
方
交
付
税
は
12
億
6
9
7
万
円
で
、
前
年

　

歳
出
の
主
な
増
減
理
由
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

◉
総
務
費
は
、
27
億
6
，7
6
4
万
円
で
、
前
年

比
18
億
1
，3
4
6
万
円
1
9
0
・
1
％
増
加
し

ま
し
た
。
主
な
要
因
は
、
特
別
定
額
給
付
金
事

業
、
み
よ
た
ん
生
活
応
援
金
給
付
事
業
で
す
。

◉
民
生
費
は
、
17
億
8
5
2
万
円
で
、
前
年
比
2
，

1
1
3
万
円
1
・
3
％
増
加
し
ま
し
た
。
主
な

要
因
は
、
子
育
て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
給
付

事
業
で
す
。

◉
商
工
費
は
、
3
億
3
6
6
万
円
で
、
前
年
比
2

億
8
8
4
万
円
2
2
0
・
3
％
増
加
し
ま
し
た
。

主
な
要
因
は
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業
、

事
業
者
向
け
み
よ
た
ん
給
付
金
事
業
等
、
新
型

コ
ロ
ナ
経
済
対
策
事
業
費
で
す
。

◉
災
害
復
旧
費
は
、
1
億
7
，6
0
5
万
円
で
、

前
年
比
6
，4
1
8
万
円
57
・
4
％
増
加
し
ま
し

た
。
主
に
令
和
元
年
東
日
本
台
風
災
害
に
よ
る

復
旧
工
事
の
繰
越
明
許
と
令
和
２
年
８
月
豪
雨

災
害
に
よ
る
復
旧
工
事
で
す
。

　【
特
別
会
計
】

　

歳
入
合
計
38
億
3
，0
6
3
万
円
、
歳
出
合
計

36
億
4
，7
7
3
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
事
業
特
別
会

計
は
、
歳
入
で
貸
付
金
元
利
収
入
が
4
9
6
万
円

減
少
し
、
繰
出
金
も
減
少
し
た
た
め
、
歳
入
、
歳

出
と
も
に
大
幅
な
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

【
企
業
会
計
】

　

経
常
的
な
営
業
に
係
る
収
益
的
収
入
が
1
，

3
1
5
万
円
、
6
・
9
％
増
、
支
出
は
7
9
0
万

円
、
4
・
9
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

建
設
工
事
等
に
係
る
資
本
的
収
入
は
、2
2
0

万
円
、
19
・
0
％
増
、
資
本
的
支
出
は
、8
8
8
万

円
、
10
・
1
％
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
改
良

工
事
費
が
増
加
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

問
い
合
わ
せ
先

企
画
財
政
課
財
政
係　
（
32
）3
1
1
2

令和2年度 決算報告

比
4
，1
4
9
万
円
3
・
6
％
増
加
し
ま
し

た
。
内
訳
は
普
通
交
付
税
が
6
，8
4
7
万

円
6
.
5
％
増
加
し
、
特
別
交
付
税
は
2
，

6
9
8
万
円
22
・
8
％
減
少
し
ま
し
た
。

◉
分
担
金・
負
担
金
は
、
5
，2
0
0
万
円
で
、

前
年
比
1
，9
3
9
万
円
27
・
2
％
減
少
し
ま

し
た
。
主
に
、
令
和
元
年
10
月
か
ら
開
始
と

な
っ
た
幼
保
無
償
化
に
よ
り
、
保
育
料
分
が

減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

◉
使
用
料・
手
数
料
は
、
6
，7
8
6
万
円
で
、

前
年
比
1
，0
2
9
万
円
13
・
1
％
減
少
し
ま

し
た
。
主
な
要
因
は
複
合
文
化
施
設
使
用
料
、

博
物
館
入
館
料
、
保
健
体
育
施
設
使
用
料
の

減
少
で
す
。

◉
国
庫
支
出
金
は
、
25
億
1
7
9
万
円
で
、
前

年
比
19
億
6
，0
7
7
万
円
3
6
2
・
4
％
増

加
し
ま
し
た
。
主
な
要
因
は
、
特
別
定
額
給

付
金
給
付
事
業
費
補
助
金
、
コ
ロ
ナ
対
応
地

方
創
生
臨
時
交
付
金
、
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル

構
想
補
助
金（
小
学
校
・
中
学
校
）の
増
加
で
す
。

◉
県
支
出
金
は
、
4
億
5
4
6
万
円
で
、
前
年

比
5
，7
5
5
万
円
16
・
5
％
増
加
し
ま
し
た
。

主
な
要
因
は
、
強
い
農
業
・
担
い
手
づ
く
り
総

合
支
援
事
業
交
付
金
、
地
域
支
え
あ
い
プ
ラ

ス
ワ
ン
消
費
促
進
事
業
補
助
金
、
特
別
警
報

Ⅱ
発
出
市
町
村
飲
食
業
等
支
援
交
付
金
の
増

加
で
す
。

◉
寄
附
金
は
、
2
億
3
，2
2
6
万
円
で
、
前
年

比
1
億
1
，2
5
4
万
円
94
・
0
％
増
加
し
ま

し
た
。
主
な
要
因
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附

金
1
億
1
，2
3
1
万
円
の
増
加
で
す
。

２・
歳
出
の
状
況

　

歳
出
を
科
目
構
成
比
別
に
み
る
と
、
総
務
費

34
・
5
％
、
民
生
費
21
・
3
％
、
公
債
費
10
・
8
％
、

教
育
費
7
・
9
％
、
土
木
費
6
・
5
％
の
順
と
な

り
、
前
年
度
の
構
成
比
に
対
し
て
、
増
加
は
総

務
費
18
・
6
ポ
イ
ン
ト
、
減
少
は
民
生
費
6
・
8

ポ
イ
ン
ト
、
公
債
費
4
・
1
ポ
イ
ン
ト
、
土
木
費

2
・
9
ポ
イ
ン
ト
、
教
育
費
2
・
4
ポ
イ
ン
ト
と

な
り
ま
し
た
。

特別会計の決算状況
歳入 38億3 ,063万円　歳出 36億4 ,773万円

会　　計　　名 項　目 決算額 前年度 対前年度比

御代田小沼水道事業会計
収　益 収　入 2億456万円 1億9 , 141万円 6 .9%

支　出 1億6 , 781万円 1億5 , 991万円 4 .9%

資　本 収　入 1 , 380万円 1 , 160万円 19 .0%
支　出 9 , 723万円 8 , 835万円 10 .1%

企業会計の決算状況

借入先内訳
借　入　先 金　額

財政融資資金 10億9,410万円
旧郵政公社資金 2,815万円
地方公共団体金融機構 ２億9,710万円
市中銀行 23億7,105万円
その他金融機関 17億9,767万円
共済組合等 269万円

合　計 55億9,076万円

令和2年度起債事業（※）

事　業　名 起債額
一般単独事業債 2,340万円
公共事業等債 3,790万円
公共施設等適正管理推進事業債 5,910万円
緊急浚渫推進事業債 300万円
緊急防災・減災事業債 860万円
学校教育施設等整備事業債 1,530万円
防災対策事業債 190万円
臨時財政対策債 2億144万円
農地農林漁業施設災害復旧事業債 680万円
公共土木施設等災害復旧事業債 1,110万円
減収補填債 7,855万円

合　計 ４億4,709万円

資金不足比率
特別会計の名称 資金不足比率

御代田町公共下水道事業特別会計 ―
御代田町農業集落排水事業特別会計 ―
御代田町個別排水処理施設整備事業特別会計 ―
御代田小沼水道事業会計 ―

（単位：%）
　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模で
ある料金収入の規模と比較して指標化したもので
す。経営状態の悪化の度合いを示します。町はす
べての会計において数値なしのため不足額が生じ
ていないことがわかります。

※起債は町が借入したお金ですが、これらの事業は、国から
町へ地方交付税が交付される有利な起債事業となります。

町債（町の借金）
令和2年度町債残高（普通会計）　55億9 , 076万円

※普通会計＝一般会計＋住宅新築資金等貸付事業特別会計＋小沼地区財産管理特別会計

（単位：%）【 ー 】 数値なし

令
和
２
年
度
決
算
の

概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

会　　計　　名 歳　　入 歳　　出
決算額 前年度 対前年度比 決算額 前年度 対前年度比

小沼地区財産管理 372万円 347万円 7 .2% 231万円 282万円 △ 18 .1%
住宅新築資金等貸付事業 38万円 524万円 △ 92 .7% 22万円 516万円 △ 95 .7%
御代田財産区 1 , 323万円 1 , 262万円 4 .8% 1 , 149万円 1 , 190万円 △ 3 .4%
国民健康保険事業勘定 16億8 , 016万円 17億4 , 957万円 △ 4 .0% 15億5 , 491万円 16億8 , 916万円 △ 7 .9%
介護保険事業勘定 11億2 , 710万円 10億6 , 820万円 5 .5% 10億8 , 368万円 10億4 , 940万円 3 .3%
後期高齢者医療 1億7 , 579万円 1億6 , 655万円 5 .5% 1億7 , 525万円 1億6 , 626万円 5 .4%
公共下水道事業 7億8 , 887万円 7億6 , 022万円 3 .8% 7億7 , 957万円 7億5 , 685万円 3 .0%
農業集落排水事業 2 , 891万円 2 , 905万円 △ 0 .5% 2 , 794万円 2 , 686万円 4 .0%
個別排水処理施設整備事業 1 , 247万円 1 , 211万円 3 .0% 1 , 236万円 1 , 070万円 15 .5%

合　　計 38億3 ,063万円 38億703万円 0.6% 36億4 ,773万円 37億1 ,911万円 △ 1.9%
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